
【別紙５】

公表期間　： 　令和８年８月１０日　～　８月２５日

令和８年度 法人名　 　：

業種 工事件名 工事場所 工事概要 備考

　入札開始までに入札参加者が１者のみとなった場合の取扱い

☑　入札を実施する。□　入札を中止する。

  工　　　事　　　発　　　注　　　表

社会福祉法人善光会

工期

・電気

・管

複合福祉施設サン
タフェガーデンヒル
ズ空調設備更新大
規模改修工事

東京都大田区東
糀谷六丁目４番
１７号

【事業場所の概要】
　敷地面積：　 ８２２０．６７㎡
　建築面積：　 ２９１１．０４㎡
　延床面積： １５９２６．５６㎡
　構造：鉄筋コンクリート造、陸屋根１０階建

【予定価格】
　事前公表なし

【最低制限価格】
　設定なし

【入札参加資格条件】
入札参加申込日から入札当日までの全期間において、次の条件を満たしていること。

１　地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当していないこと
２　東京都競争入札参加有資格者指名停止等取扱要綱(平成１８年４月１日付１７財経総第
１５４３号財務局長決定)に基づく指名停止期間中など、指名から除外する期間中でない者
であること
３　東京都契約関係暴力団等対策措置要綱（昭和６２年１月１４日付６１財経庶第９２２号）
第５条に基づく排除措置期間中でないものであること
４　特定建設業の許可を有すること
５　東京都内に所在し、契約締結権限を有する本店、支店又は営業所であること
６　経営事項審査総合評点（電気）７００点以上、かつ（管）９００点以上であること
７　東京都の令和７・８年度競争入札参加有資格者で、格付けが空調工事においてＡランク
であること
８　経営不振の状態（会社更生法第17条第1項に基づき更生手続開始の申立てをしたと
き、民事再生法第21条第1項に基づき再生手続開始の申立てをしたとき、手形又は小切手
が不渡りとなったとき等）にないこと
９　以下の（１）から（５）までの全ての条件を満たす工事実績を１件以上有していること。
（１）建物主要用途が特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、障害者支援施設または病
院であること
（２）新築工事、改修工事、更新工事のいずれかであること
（３）２０２１年４月１日から２０２６年３月３１日までの間に竣工していること
（４）元請として受注していること
（５）工事請負契約金額が１件あたり税抜１億円以上であること
１０　単独の企業体であること
１１　建設業法２６条第２項の基準を満たす監理技術者を常駐配置できること

契約確定の日（令和８年１２
月予定）から
令和９年７月３０日までのう
ち工事に要する期間。

但し、竣工は６月３０日まで
とし、以降は改善期間として
見込むこと。

【書類受付・問合せ受付期間】
令和８年８月１０日（月曜）～
令和８年８月２５日（火曜）

【問合受付時間】
平日９：００ ～ １６：００

【書類受付方法（受付締切日）】
郵送(最終日必着)
宅配便(最終日必着)
持参（最終日１６時）
※送付前に問合先へご一報ください

【受付窓口】
社会福祉法人 善光会
事務局　法務部

〒１０７－００６２
東京都港区南青山六丁目７番２号
VORT南青山Ⅰ　２階

【問合せ先】
０３－５４６４－８８４１



業種 工事件名 工事場所 工事概要 備考工期

　　　　　　　　　　　【別紙５】

公表期間　： 　　　　月　　　日～　　　月　　　日（　　　：００まで）

令和○年度 法人名　 　： 　　　　社会福祉法人　　○○会

業種 工事件名 工事場所 工事概要 備考

受付期間

　　／　　から　　／　　まで

社会福祉法人 ○
○会

　東京都○○市○
○町 　１　敷地面積　　　㎡（仮称）特別養護老

人ホーム 　○丁目○番○号 　２　建築面積　　　㎡

建築
○○苑 新築工

事 　３　延床面積　　　㎡

　４　構造ＲＣ造 受付時間

 　　　　　　　地上　○階 　　１０：００～１７：００

 　　　　　　　地下　○階

　５　予定価格(税抜き) 希望申出先

　    　　　　　　　　○○○円 社会福祉法人○○会事務局

  ６　入札参加条件           担当：○○（ﾌﾘｶﾞﾅ)

○日まで

住所　〒○○○－○○○○

　　　　東京都○○区○○町

　　　　○丁目○番○号

電話

： 　○○－○○○○－○○○○

： ＦＡＸ

 ７ その他特記事項等 　○○－○○○○－○○○○

・最低制限価格の設定あり

　入札開始までに入札参加者が１者のみとなった場合の取扱い

□　入札を実施する。□　入札を中止する。

  工事発注表　(記載例）

工期

※郵送・持参いずれも可

契約確定の 日から

令和○○年○月

　下記条件については、入札参加申込日から入札当日までの全期間においてその条件を満たして
いること。

・地方自治法施行令第１６７条　　　　の４の規定に該当していないこと

※参加条件は、【別紙３】と
合わせて、省略せずに全て
記載すること。

※受付方法を明記すること。
記載例
(１)郵送のみ可
(２)持参のみ可
(３)郵送・持参いずれも可
郵送可の場合、必着か消印
有効かも明記すること。

※最低制限価格を設定する
場合は、必ず記載すること。

※予定価格は、事前公表の場
合のみ記載すること。

※資料1「開設までのスケ
ジュール」の【竣工から指定・
認可申請まで】を確認した上
で、工期を設定すること。
開設日の2か月以上前までに
は、建築・消防の竣工検査の
検査済証が交付されている
必要がある。

※いずれかにチェックを入れてください。


